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新しいドコモグループの挑戦
　ドコモは、さまざまな社会課題の解決に貢献するため、使命感を

持って自ら改革を進めてまいりました。2022年1月にNTTコミュニ

ケーションズ・NTTコムウェアの子会社化を完了し、7月から新たな

体制での営業をスタートしています。3社のシナジーによって、新ドコモ

グループとしてモバイルからサービス・ソリューションまで事業の

領域を拡大し、イノベーションを加速させて社会・産業のDXに貢献

していきたいと考えています。

サステナビリティ方針とSDGs達成へ
　サステナビリティ課題に対して企業が求められる取組みの範囲や

度合いが日々変化していることを受け、幅広い課題に対するドコモの

取組み姿勢を明確にするため、2022年7月に「サステナビリティ

方針」を制定しました。企業の社会的責任に加え、「誰一人取り残さ

ないサステナブルな社会の創造」に貢献することを表明し、「環境」

「社会」「人材」「公正」の4分野それぞれにおける取組みの方向性を

示しています。

　2015年に「持続可能な開発目標（SDGs）」が採択され2030年の

17の国際目標達成に向け、企業の取組みにも期待が高まる中、ドコモ

グループも、あらゆる「あなた」と力を合わせて「世界を変えていく」

ことで貢献してまいります。

新たなドコモグループとして、
全員で活動を加速します
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ドコモのサステナビリティ戦略とSDGs

ドコモグループ　サステナビリティ方針　

ドコモグループのマテリアリティ（重要課題）

ドコモグループは、2022年7月に「サステナビリティ方針」と「マテリアリティ（重要課題）」を制定し、事業を通じてSDGsの達成に貢献
するための取組みを進めています。

ドコモはこれまでもこれからも、社会的責任を果たし世界をよりよく変えていきます。
あらゆるステークホルダーのみなさまとともに力をあわせ、事業を通じて様々な社会課題の解決、新しい価値の提供に取り
組み、誰一人取り残さないサステナブルな社会の創造に貢献します。

ドコモグループサステナビリティ方針（全文）（2022年7月制定）
https://www.docomo.ne.jp/corporate/csr/about/message/

※2022年7月制定

安心・安全でレジリエントな社会の実現お客さま・地域とのエンゲージメント

▲ ▲

P14

▲ ▲

P11

人権尊重・公正な事業活動の推進多様な人材の育成・活用／社員の働きがい向上

▲ ▲

P20

▲ ▲

P17

研究開発・イノベーションの推進による社会課題解決地球環境保全への貢献

▲ ▲

P07

▲ ▲

P03

本資料に記載されている会社名、製品名などは該当する各社の商標または登録商標です。本資料から許可なく転記、複写することを固く禁じます。
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ドコモ の 約 束

発 揮 を め ざ すイン パ クト の 例

▲
 2030年　カーボンニュートラル

▲

 2030年　廃棄物リサイクル率　99％以上

▲

 生態系保全活動の推進

ドコモは、事業活動による環境への負荷を低減し、脱炭素、
資源循環型社会の実現、生物多様性／生態系保全に取り組
み、お客さまとともに地球環境保全に貢献します。

地球環境保全への貢献

ドコモ の マ テリアリティ
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社会からの期待
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活動のハイライト

ドコモは、通信サービスで消費する電力の削減と再生可能エネルギー化を積極的に進め、事業のカーボンニュー
トラルに挑戦しています。

グリーン5G・ネットワーク省電力化によるカーボンニュートラルへの取組み

①事業活動におけるカーボンニュートラルの実現　
②電力消費量の削減

　ドコモは2021年9月、「2030年カーボンニュートラル

宣言」を発表しました。自社の事業活動での温室効果ガス

排出量を2030年までに実質ゼロにすることに加え、お客

さま・パートナー企業とともに社会全体のカーボンニュー

トラルに貢献していきます。その実現に向けた取組みの

一つが、「グリーン5G」です。具体的には、ドコモで消費

する総電力量に占める実質再生可能エネルギー*の比率

を、総契約者数に占める5G契約者数の比率より上回るこ

とで、温室効果ガス排出量を実質ゼロにしたグリーン5G

として提供しています。
�＊�再生可能エネルギー指定の非化石証書なども含めた、実質的な再生
可能エネルギー

　また、通信トラフィックから利用状況をリアルタイムに

把握し、必要に応じ基地局の一部をスリープさせること

で、基地局の消費電力を平均で最大約30％、時間帯や基

地局によっては最大で約60％削減できる基地局スリープ

機能の高度化を2022年11月より順次導入し、全国の基

地局へ展開しました。今後も基地局の消費電力のさらな

る削減に向けて取り組んでいきます。

 高度に制御された基地局スリープ機能

2030年
カーボンニュートラル

基地局運用電力の削減
平均で最大約30％

スリープOFF スリープON

自動制御

運
用
周
波
数

最大約60％
基地局の
消費電力削減
※時間帯・基地局による最大値
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活動のハイライト

ドコモグループは、お客さまが手軽かつ楽しくカーボンニュートラルに貢献できるサービスを提供することで、
社会全体でのカーボンニュートラルへ貢献します。

「カボニューレコード」の提供

①社会全体のカーボンニュートラルへの貢献　
②カーボンニュートラルのためのライフスタイル転換への貢献

　ドコモは、お客さまが対象サービスのご利用状況や移

動情報などからCO2削減量や環境配慮への貢献度を見

える化し、カーボンニュートラルに貢献できるサービス

「カボニューレコード」を、2023年1月から提供開始しま

した。

　具体的には、「dヘルスケア」「ドコモでんき」「グリー

ン5G」などのご利用状況や、位置情報から推定される

移動手段の記録、購買情報などから、CO2削減量や貢

献度を自動算出します。

　CO2削減量は「割り箸の本数」など、貢献度は独自指

標「Reco」などで「見える化」します。また「Reco」の

獲得数をもとに進呈する「葉っぱ」の枚数に応じて、マイ

ページのアニメーションデザインが変化するなど楽しみ

ながら行動を継続するためのゲーム要素を提供します。

　また、企業向けとしては、従業員のCO2排出／削減量

を見える化し、環境意識を高め行動変容を促すサービス

「グリーンプログラム for Employee」をNTTコミュニ

ケーションズより提供しています。

　ドコモグループは、今後もお客さまやパートナー企業

とともに、社会全体のカーボンニュートラルの実現に

貢献していきます。

 カボニューレコードの画面イメージ

自動算出
お客さまの
日常生活を通じた
CO2削減量と貢献度

エコ行動の記録 ゲーム要素CO2削減量・
貢献度の見える化

見える化
お客さまのCO2削減量
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活動のハイライト

ドコモは、環境に配慮した製品・サービスの提供を通じて社会全体のカーボンニュートラルを推進します。

「環境配慮型スマートフォン」の発売

①限りある資源の効率的な利用による循環型経済（サーキュラーエコノミー）の実現　
②天然資源の保護や生物多様性の保全

　スマートフォンには希少金属を含む多くの金属および

プラスチック・樹脂部品が使われており、それらの省資源

化と、リサイクル素材への対応が求められています。ドコ

モもスマートフォンの環境配慮を推進しており、2023年

2月に「arrows N F-51C」を発売しました。

　本機種はリサイクル素材の採用が特徴です。リアパネル

やスロットキャップなどには再生プラスチック、カメラフ

レームやサイドフレームには再生アルミニウムを採用し、

電気電子部品を除く部品総重量に対するリサイクル素材

の割合を、約67％*1まで高めています。加えて個装箱に

はバイオマスインキを採用するなど細部まで環境に配慮

しています。

　また、スマートフォン製造時の温室効果ガスの排出量

も課題とされており、本機種は国内製造工程（組立、試験、

梱包）で再生可能エネルギーを採用しています。

　そして、エコ活動を可視化する「カボニューレコード

アプリ*2」や、エシカル生活に役立つ情報などを提供する  

「arrowsポータルアプリ」を通じて、エシカルな行動を

楽しく後押しします。
＊1 �本体重量から、バッテリーやディスプレイなどの電気電子部品を除い
た部品総重量に対する、リサイクル素材総重量の割合

＊2 �ご利用には事前に設定が必要です。

約67％
スマートフォンの
リサイクル素材の割合*1

再生可能エネルギーを
使用した国内工場での
製造

再生可能
エネルギーの
活用
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ドコモ の 約 束

発 揮 を め ざ すイン パ クト の 例

▲
 深刻化する社会課題の解決

▲

 新技術の価値創出に向けたフィールド検証　毎年10件以上

▲

 オープンイノベーションの推進

ドコモは日本のみならず世界のモバイルシーンをけん引し、
新技術・新サービスの創造により新たな価値を提供し、社会・
産業の発展に貢献します。

研究開発・イノベーションの
推進による社会課題解決

ドコモ の マ テリアリティ
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活動のハイライト

ドコモグループは、テクノロジーによる学びの提供で、誰もが自信をもって自分の人生を選べる世界をめざして
います。

新たな学びを提供するオンライン動画学習サービス「gacco」

①すべての人が、学びたいと思ったときからすぐに始めて、続けることができる学びの環境
②DX（デジタルトランスフォーメーション）・AI時代に対応するための、学び直しやリスキリングの機会

　世界のすべての人々に、質の高い教育を享受できる仕

組みを実現することは、SDGsに留まらない、大きな社会

課題です。また日本では、人生100年時代を迎えた昨今、

「リスキリング」や「学び直し」など学び続けることの重要

性が高まっています。

　ドコモは2009年、子会社としてドコモgaccoを設立。

オンライン動画学習サービス「gacco」を提供しています。

人生100年時代を見据えた幅広いメニューを手軽に利用

できるため、100万人以上の方々にご利用いただいてい

ます。また法人向けサービス「gacco for Biz」では、質の

高い教養講座、ビジネススキル講座に加え、企業ごとに

オリジナルの研修コンテンツやラーニングマネジメントシス

テムも提供。特にDX関連講座は受講者が8万人を超え*、 

スキルやレベル別に学習コンテンツをカリキュラム化した

「DX人材育成プログラム」など、DX時代の新しい企業研

修を提供しています。
＊2023年1月時点

　ドコモgaccoの取組みは社内外で注目を集めており、

一般社団法人日本オンライン教育産業協会による2022

年度日本e-Learning大賞の厚生労働大臣賞を受賞し

ました。

日本e-Learning大賞 
厚生労働大臣賞

100万人
2022年6月突破、
gacco利用者数

継続的な
学び
人生100年時代の到来
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活動のハイライト

ドコモグループは、医療にDXを活用し、難病の治療や、社会の多くの人が先進的な医療を利用できるサービス
の開発に取り組んでいます。

臨床試験の評価精度を向上する「SmartPRO」

①難病の克服に向けた新たな治療法の開発　
②患者の生活の質の向上

　「SmartPRO」は、製薬会社や研究機関が行う臨床

試験の評価精度を向上するサービスです。臨床試験で

は、新薬・治療法の安全性や有効性のデータ収集の一

環として、被験者や患者から直接得られる主観的評価が

重視されます。しかし、被験者や患者の主観が伴う「痛

み」「気分が悪い」などは、医師による客観的評価と差が

生じることがあります。また、従来の紙による収集では

データの時間差や記載内容の信頼性が課題になってい

ました。

　本サービスは、主観的評価を電子化し、被験者や患者

が自身のスマートフォンからかんたんな回答フォームで

定期的に入力できるため、製薬会社や研究機関がタイム

リーかつ信頼性の高い情報を収集できます。またデータ

の安全管理にも優れ、プライバシーへの配慮が必要な

個人情報を適切に取り扱うことができます。

　本サービスは2022年5月の提供開始から多くの反響

を呼び、各地の先進的な医療機関での活用が加速して

います。その結果を踏まえ利便性や精度の向上を図ると

ともに、被験者や患者のQoL向上に貢献できるメニュー

の追加なども検討しています。

評価精度の
向上

 簡便に、タイムリーに、安全にデータ収集できる「SmartPRO」

臨床試験における
主観的評価の
電子化によるデータの
信頼性と適時性
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活動のハイライト

ドコモグループは、AI・データサイエンス技術の高度化やビジネスパートナーとの協創により、社会インフラ事業者
の課題解決を支援し、スマートワールドの実現に貢献します。

「SmartMainTech」を通じた、社会インフラのDX

①社会インフラのサステナビリティ向上　
②都市基盤のレジリエンス向上

　NTTコムウェアは、通信設備管理分野でのノウハウや

AI／データサイエンスなどで培った技術を統合し、社会

インフラのDXに貢献しています。社会インフラ事業者や

自治体に向けて、インフラの設備投資から運用、更新と

いったライフサイクルに即してインフラ運営全体のDXを

推進する「SmartMainTech」を提供しています。

　都市インフラの工事、点検現場や、太陽光や風力発電な

ど再生可能エネルギー発電所運営、道路や河川といった土

木インフラの点検監視や運営など多方面で活躍しており、

デジタルツインを活用した設備管理「Smart Data 

Fusion」、AI施工検査「Infratector typeC」、現場タスク

の一括管理「FieldCollabo」などで構成されています。

　同サービスを通じ、社会インフラのサステナビリティと

レジリエンス向上に貢献していきます。

社会インフラの
サステナビリティ
向上
多彩なサービスで構成

都市基盤の
レジリエンス向上

 インフラのライフサイクルに即した、「SmartMainTech」
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ドコモ の 約 束

発 揮 を め ざ すイン パ クト の 例

ドコモは、地域や世代を問わず、人々があんしん・安全かつ
快適で豊かに暮らすことができる社会の実現に貢献していき
ます。

お客さま・地域との
エンゲージメント

ドコモ の マ テリアリティ

▲
 すべての人があんしんして使える製品・サービスの提供

▲

 お客さまの声を活かしたサービスの改善

▲

 社会貢献活動の推進
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オリジナル 白内障設定

活動のハイライト

ドコモは、「ドコモ・ハーティスタイル」を推進し、シニア・障がいのある方への配慮およびすべての人が使いや
すい製品・サービスを追求し、提供しています。

すべての人が使いやすい製品・サービスの追求

①すべての人がいきいきと活躍できる社会の仕組みの実現　
②年齢、性別、言語、障がいなどにかかわらず、すべての人が使いやすい製品・サービスの提供

　「ドコモ・ハーティスタイル」は、「すべての人が使いや

すい」ユニバーサルデザインの考え方に基づく、製品・

サービスを推進する活動です。シニア・障がいのある方の

視点に立ったサービスへの取組みも推進しています。

　ドコモの文字変換サービス「みえる電話」は、聴覚障が

いのある方やご高齢の方などに便利にご利用されてい

ます。「みえる電話」は、通話相手の音声をリアルタイムで

文字変換し、画面上に表示する無料のスマートフォン用ア

プリです。同サービスは2023年3月現在、約12万ダウン

ロードされています。

　また、視覚・動作・認識でお困りの方に、より快適に

ドコモのWebサイトをご覧いただくための仕組みを導入

しています。個人の症状に即した設定が可能で、閲覧者

に添ったWebサイトの表示ができます。

　ドコモはこれからも「ドコモ・ハーティスタイル」を通し

て、アクセシビリティを高める取組みを積極的に展開し、

すべての人がいきいきと暮らせる社会に貢献していきます。

約12万
ダウンロード

無料提供
「みえる電話」
ウェブアクセシビリティ
の向上

「みえる電話」
2023年3月現在

 閲覧者に添ったWebサイトの表示イメージ
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「寄付につかう」申請画面

活動のハイライト

ドコモは、すべての人が豊かで暮らしやすい、あんしん・安全な社会を実現するため、事業や地域に合わせた
社会貢献活動を推進し、学術や福祉など幅広い分野への支援を継続的に行っています。 

ドコモの社会貢献活動

①将来を担う世代を支援
②企業による社会貢献活動の進展

　ドコモの事業や地域ごとの課題・ニーズに合わせたさま

ざまな社会貢献活動を行っています。

　dポイントクラブ「寄付につかう」は、お客さまからdポ

イントを使った寄付を1ポイントから受付けており、寄付額

は2022年度まで累計で約8,900万円に上ります。また、

自然災害などが発生した際に臨時で開設する「被災地支

援募金」では、dポイントやd払いなどを活用した募金受

付を行っています。お寄せいただいた募金は、被災され

た方への義援金としてや被災地で支援活動を行う団体の

救援・復興支援活動支援金としてお届けしています。

　ドコモ市民活動団体助成事業は、ドコモが設立した

NPO法人「モバイル・コミュニケーション・ファンド

（MCF）」を通じた活動の一つです。2003年度より将来の

社会の担い手である子どもたちの健やかな育ちを応援す

る活動に取り組んでいる団体に対し、「助成金」による経

済的支援を実施しています。MCFを通じ2022年度までに

助成した団体は累計1,063団体、総額約6億円に上ります。

　これらの活動を通してドコモはこれからも、継続的で

効果的な支援活動を実践していきます。

約8,900万円

1,063団体

dポイントクラブ
「寄付につかう」
2022年度まで累計

ドコモ市民活動団体
助成事業、
2022年度まで累計

助成先団体の活動模様
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ドコモ の 約 束

発 揮 を め ざ すイン パ クト の 例

▲
 5G人口カバー率、2023年度　90%

▲

 サイバー攻撃に伴う重大なインシデント、毎年度　ゼロ件

▲

 重大事故、毎年度　ゼロ件

ドコモは通信事業者として24時間365日「いつでも」「どこ
でも」つながることをめざし、お客さまに常に信頼される
ネットワークの提供に取り組み続けます。

安心・安全で
レジリエントな社会の実現

ドコモ の マ テリアリティ
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社会からの期待
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活動のハイライト

ドコモは、災害時の通信を確保し、大切な方とのコミュニケーションをつなぎ続けるため、災害対策を日々強化・
拡充し、ネットワークの安全性と信頼性の向上を続けています。   

ドコモの災害対策

①「いつでも」「どこでも」つながる状況の確保　
②災害発生時の通信の早期復旧ならびに人命救助や復旧活動、安否確認に不可欠な役割を果たす

　ドコモは東日本大震災を契機に、多面的な災害対策を

構築しています。主な対策としては、災害時のみ運用する

「大ゾーン基地局」を全国106か所設置し、災害などによ

り広域で基地局が機能しなくなった場合に、人口密集地

の通信を広く緊急に確保することができます。また、自治

体などの重要な施設をカバーする基地局の無停電化に

よる重要通信の確保や、基地局までの伝送路が断絶した

場合に衛星エントランス基地局や非常用マイクロ設備を

活用した早期復旧に努めています。

　さらなる対策として、災害の激甚化・広域化を踏まえ、

通常の基地局の基盤を強化した「中ゾーン基地局」を災

害想定地域に2,000局以上配備し、また近年では「船上

基地局」「ドローン中継局」などの充実も図っています。

　加えて、災害発生時には安否確認「災害用伝言板」や

SMSサービス「どこでも災害・避難情報」、避難所やドコ

モショップでの無料充電サービスや無料Wi-Fiサービスな

どを提供する体制づくりを整備しており、みなさまの安全

と安心を確かに支えていきます。
106か所
災害時専用、
大ゾーン基地局の配備

大ゾーン基地局 無料充電サービス 災害用伝言板のイメージ

令和2年7月豪雨 
伝送路復旧（熊本県）

無料提供
避難所や
ドコモショップでの、
災害時の充電・
Wi-Fiサービス

▼コメント(〜100字)

□ 無事です。
□ 被害があります。
□ 自宅に居ます。
□ 避難所に居ます。

▼状態

登 録

ドローン中継局
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活動のハイライト

ドコモグループは、経営資源やノウハウを活かしつつ、NTTグループの提供するさまざまな情報通信サービスの
安定的な稼働を、着実に支えています。

グループ各社の災害対策

①24時間365日の安定した通信サービス・システムの提供　
②災害発生時の早期復旧

　「ドコモビジネス」を担うNTTコミュニケーションズは、

堅牢なデータセンター・クラウド基盤の整備はもちろん、

緊急地震速報や安否確認・一斉通報サービスなどお客さ

まの事業継続計画を支えるサービスも提供しています。

さらに国際通信事業の経験から海底ケーブル敷設船「き

ずな」を有しており、災害時には復旧資材や作業車の速や

かな運搬に加え、船上での非常用携帯基地局の設置も

担い、通信サービスの安定稼働に貢献しています。

　NTTコムウェアはNTTグループの通信インフラ設備の

構築・保守・運用で培った技術・ノウハウをもとに、委託

を受けている通信システムの安定稼働および災害時の迅

速な復旧を担っています。なかでもIT運用管理アウトソー

シングサービス「FSC24」の監視センターでは、24時間

365日、通信システムを高度なスキルで一元的に監視・

保守しています。近年の大規模災害・障害対応では、同セ

ンターが司令塔となった復旧支援活動で、NTT各社の通

信障害の早期復旧に大きく貢献しています。

　ドコモグループは、引き続き通信サービスの安定化を

重視し、社会に貢献していきます。

ケーブル
敷設船
災害時の活用

「きずな」での災害復旧支援活動

「FSC24」の監視コクピット

統合監視
センター
復旧活動の司令塔機能
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ドコモ の 約 束

発 揮 を め ざ すイン パ クト の 例

▲
 女性管理者比率、2025年度　15%

▲

 外部人材の採用、2023年度　30%

▲

 ドコモグループ社員エンゲージメント率　　継続的改善

ドコモは多様性をもつ社員一人ひとりが、属性にかかわらず、
個人の能力と意欲を存分に発揮できる企業風土をつくり
続けます。

多様な人材の育成・活用／
社員の働きがい向上

ドコモ の マ テリアリティ
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PHASE 1

仮説確認
PHASE 2

受容性確認
PHASE 3

事業化確認

本格事業化

アイデア創出 課題発見 解決策検証 収益性検証 事業成長

ユーザー課題を確認し
顧客候補を発見

アーリーアダプタに提供し
受容性を確認

ビジネス化を行い
事業性を確認

事
業
の
蓋
然
性

事業プロセス

活動のハイライト

ドコモグループは、人材を重んじ、包括的な育成制度を構築しています。なかでも近年はイノベーション創出
を促進する新たな制度の整備に、グループ横断で注力しています。

社員の自律的なキャリア開発とイノベーション人材育成プログラム

　ドコモグループでは、社員が個人の強みを生かしていきい

きと働くことと、会社の成長の両方の観点で、社員の自律的な

キャリア開発をすすめており、きめ細かな能力開発プログラム

やキャリア支援の整備に加え、近年特にイノベーションを創出

する人材の育成や社内の新規事業創出に注力しています。

　事業構想力を育む人材育成プログラム「docomo 

academy」は、社内外のイノベーターによる講義などを通

して、新規事業創出のプロセスを通じ、事業構想に必要な

スキル・マインドを学べるプログラムです。2020年度より

開始し、累計452名が参加。参加者の99%が受講後の自身

の変化を感じる、効果・社員満足度とも高いプログラムです。

　社員のアイデアをベースに新規事業創出にチャレンジ

できる、新規事業アイデアコンテストも実施しています。

社内外のメンター陣のサポートを受けながら実践的な事業

創出スキルを身につけることができるためとても活況で、

2022年度は427のアイデアが集まりました。2023年度は、

ドコモグループの新規事業創出プログラム「docomo 

STARTUP」を実施します。新規事業創出にチャレンジする

ことで、社内外で通用する新たなキャリア開発を実施して

いきます。

　これらの成果を踏まえつつ、ドコモグループは社員の自

律的なキャリア開発、そして事業創出に挑戦していきます。

99%
docomo academy 
参加後、変化を実感す
る社員の割合

社会からの期待

①将来を見据えた自律的なキャリア形成の推進
②イノベーションの創出につながる人材育成

 新規事業創出までのステップ
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リモートワーク
による働き方の
推進
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活動のハイライト

ドコモは、女性はもちろんすべての社員が、その人らしく活躍できる職場の実現に向け、柔軟な働き方を可能
とするさまざまな制度の整備を続けています。

多様性を尊重し、時間や場所にとらわれない働き方の推進

　ドコモは、社員のライフステージや生活スタイルに柔軟

に対応できる職場こそが、生産性の向上や新たな価値の

提供につながると考え、働き方の多様化をすすめています。

　まず「スライドワーク制度」は、フルタイム勤務の開始

時間を個人で柔軟に選択できます。たとえば、保育園への

送り迎えが短時間勤務ではなくフルタイム勤務で可能に

なるなど、育児・介護をしながら働く社員の働き方の選択

肢を拡げています。次に「スーパーフレックス制度」は、

一日のなかで働く時間帯を自由に設定でき、自己研鑽や

プライベートな時間をつくりやすくしています。さらに「リ

モートワーク制度」として、在宅勤務の推進や全国59か

所のサテライトオフィスの整備に加え、2022年7月から、

リモートワークを基本とする業務運営が可能な組織で「リ

モートスタンダード」を導入しています。

　これらの制度を利用する社員は増え続け、全国どこか

らでもリモートワークによる働き方で「働く時間」「働く場

所」「住む場所」の自由度が高まっています。ドコモはこれ

からも社員一人ひとりの多様性を尊重し、企業と社員が

共栄できる制度の充実に取り組みます。

•	日本国内であれば居住地は自由

•�	出社時は旅費として認められる合理的な移動
手段を利用可能

•	遠隔地への異動の場合、異動先がリモートス
タンダード対象組織であれば転居不要

　＝単身赴任不要

社会からの期待

①女性活躍の推進をはじめとする多様な人材が活躍できる風土の醸成
②多様な働き方を選択できる環境の整備

 リモートスタンダードの概要

リモート

リモート
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ドコモ の 約 束

発 揮 を め ざ すイン パ クト の 例

▲
 確認された人権に関する違反件数　ゼロ件

▲

 重要サプライヤとの対話率　100%

▲

 反競争的な違反行為·贈収賄違反件数　ゼロ件

ドコモは人権尊重をはじめとした倫理観を高め、ビジネス
パートナーにも共有し、公正な事業活動を推進します。

人権尊重・
公正な事業活動の推進

ドコモ の マ テリアリティ
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すべての従業員、
役員に対する
人権啓発研修
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活動のハイライト

ドコモグループは、NTTグループ人権方針に沿って、人権尊重の社員啓発と、侵害行為の抑止および対応の
仕組み整備を、計画的に実施しています。

グループ各社で推進する、人権尊重

　ドコモグループは、人権の尊重が企業にとって重要な

社会的責任であるとの意識に立ち、「NTTグループ人権

方針」を人権尊重の基盤とし、個社の方針・体制を定め

た上で、人権啓発の徹底はもちろん、相談窓口の設置や

人権デューデリジェンスの実施などを推進しています。

　まず人権啓発は、すべての従業員、役員が対象です。

相談窓口は、グループ主要3社（NTTドコモ、NTTコミュ

ニケーションズ、NTTコムウェア）ごとに運用されており、

相談者の保護を徹底した上で、速やかに人権侵害有無の

確認および問題の適切な解決を図っています。人権デュー

デリジェンスは、NTTグループ人権方針にも記載のとおり

バリューチェーン全体を含むリスクの特定および評価を

実現する上で重要であり、上記3社を核に業務特性に応

じて実施計画を策定し、専門機関も交え推進しています。

 外部専門機関を交えた、リスク評価の取組み
	（NTTドコモの例）

年度 主な取組み

2017
潜在的人権インパクトアセスメントを実施し、主要な人
権課題を特定

2018
テストケースとしてアジアエリアで顕在的人権インパクト
アセスメントを実施

2019
インパクトアセスメント結果からの優先課題において、
それが妥当なのか改めて確認するため、マネジメント調
査を実施

2020

• 優先課題に対してグローバルを含めたNTTグループ
企業一体としての理解の醸成を踏まえることを目的
に、外部有識者の協力を得て課題の洗い出しを実施

• 企業として求められる人権マネジメントの内容および
競合他社の状況を調査し、ギャップ分析を実施

社会からの期待

①社員・取引先など、事業で接するすべての人の人権尊重
②自社・取引先における人権侵害の抑止と適切な調査・解決

人権デュー
デリジェンスの
計画的実行




